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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】研磨が高精度で停止することができ、わん状変
形やエロージョンと同様に研磨過剰及び研磨不足を減じ
ることができ、歩留まり及びスループットが向上する終
点検知方法を提供する。
【解決手段】化学機械研磨装置は、研磨パッド３０と、
研磨面の第１の側に当接して基板１０を保持するための
キャリア７０と、研磨パッド３０及びキャリヤヘッド７
０の少なくとも一方に接続されて両者間に相対運動を生
じさせるモータとを備え、渦電流監視システムは、基板
１０の近くに交番磁界を発生させるように位置決めされ
ており、光学監視システムは、光ビームを発生して基板
１０からの該光ビームの反射光を検出し、コントローラ
は、渦電流監視システム及び光学監視システムからの信
号を受信する。
【選択図】図１



(2) JP 2014-209643 A 2014.11.6

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板における導体膜を監視するためのセンサであって、
　前記基板に近接して位置決め可能の磁心と、
　該磁心の第１部分に巻回された第１コイルと、
　該第１コイルに電気的に結合されて前記第１コイルに交流を誘導すると共に前記基板に
近接して交番磁界を発生させる発振器と、
　前記磁心の第２部分に巻回された第２コイルと、
　該第２コイルに電気的に結合されたキャパシタと、
　前記第２コイル及び前記キャパシタに電気的に結合されて出力信号を発生する増幅器と
、を備えるセンサ。
【請求項２】
　前記発振器は、前記基板が前記磁心に近接していないときに共振周波数をもたらすよう
に選択された周波数をもつ交流を誘導する、請求項１のセンサ。
【請求項３】
　前記磁心は、本質的にフェライトからなる、請求項１のセンサ。
【請求項４】
　前記磁心は、２つのアーム部と、該２つのアーム部間にある接続部とを含む、請求項１
のセンサ。
【請求項５】
　前記第１コイルは、前記接続部に巻回され、前記第２コイルは、前記２つのアーム部の
うち少なくとも１つに巻回されている、請求項４のセンサ。
【請求項６】
　前記第２コイル及び前記キャパシタは、並列に接続されている、請求項１のセンサ。
【請求項７】
　前記センサは、前記基板とは反対側にある研磨パッドの一側に配置されている、請求項
１のセンサ。
【請求項８】
　前記研磨パッドは、上側層及び下側層を含み、前記磁心に隣接する前記下側層の少なく
とも一部分には開口が形成されている、請求項７のセンサ。
【請求項９】
　前記出力信号を受けるコンピュータを更に備える、請求項１のセンサ。
【請求項１０】
　化学機械研磨装置であって、
　研磨パッドと、
　研磨面の第１の側に当接して基板を保持するためのキャリアと、
　前記基板とは反対側の前記研磨パッドの第２の側に配置された少なくとも１つのインダ
クタ、該少なくとも１つのインダクタに電気的に結合されてコイルに交流を誘導すると共
に交番磁界を発生させる発振器、及び前記少なくとも１つのインダクタに電気的に結合さ
れたキャパシタを含む渦電流センサと、
　前記研磨パッド及びキャリヤヘッドの少なくとも一方に接続されて両者間に相対運動を
生じさせるモータと、を備える化学機械研磨装置。
【請求項１１】
　前記研磨パッドを支持するプラテンを更に備える、請求項１０の装置。
【請求項１２】
　前記少なくとも１つのインダクタは前記プラテンの頂面にある凹部内に位置決めされて
いる、請求項１１の装置。
【請求項１３】
　前記プラテンは回転する、請求項１１の装置。
【請求項１４】
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　前記プラテンの角位置を測定する位置センサと、前記少なくとも１つのインダクタが前
記基板の近くに位置決めされたときに前記渦電流センサからデータをサンプリングするコ
ントローラとを更に備える、請求項１３の装置。
【請求項１５】
　前記研磨パッドの前記第２の側に凹部が形成されている、請求項１０の装置。
【請求項１６】
　前記研磨パッドは、該研磨パッドの前記第１の側にある被覆層と、該研磨パッドの前記
第２の側にある裏当て層とを含み、前記凹部は、該裏当て層の一部を除去することにより
形成されている、請求項１５の装置。
【請求項１７】
　前記渦電流センサは、前記研磨パッドにある前記凹部の近くに位置決めされた２つの極
を有する磁心を含み、前記少なくとも１つのインダクタは、前記磁心の第１部分に巻回さ
れている、請求項１５の装置。
【請求項１８】
　前記渦電流センサは、磁心を含み、前記少なくとも１つのインダクタは、前記磁心の第
１部分に巻回された第１コイルと、前記磁心の第２部分に巻回された第２コイルとを含む
、請求項１０の装置。
【請求項１９】
　前記発振器は、前記第１コイルに電気的に接続されていて該第１コイルに交流を誘導す
る、請求項１８の装置。
【請求項２０】
　前記キャパシタは、前記第２コイルに電気的に接続されている、請求項１９の装置。
【請求項２１】
　前記発振器は、前記基板が前記磁心に近接していないときに共振周波数をもたらすよう
に選択された周波数をもつ交流を誘導する、請求項１０の装置。
【請求項２２】
　前記渦電流センサから出力信号を受ける終点検出システムを更に備え、該終点検出シス
テムは、前記出力信号が所定のスレッショルドを超えれば研磨終点の信号を送るように構
成されている、請求項２１の装置。
【請求項２３】
　研磨工程中に基板にある導体層の厚さを監視する方法であって、
　基板を研磨面の第１の側に位置決めすること、
　交番磁界を前記研磨面全体に広げて前記導体層に渦電流を誘導するため、前記基板の反
対側にある前記研磨面の第２の側に位置決めされたインダクタから前記交番磁界を発生さ
せること、
　前記導体層の厚さの変化により生じる前記交番磁界の変化を検出すること、を含む、導
体層の厚さを監視する方法。
【請求項２４】
　インダクタから交番磁界を発生させることには、第１周波数で発振器により第１コイル
を駆動することが含まれる、請求項２３の方法。
【請求項２５】
　前記第１周波数は、前記基板が前記磁界の近くに存在しないときの共振周波数である、
請求項２４の方法。
【請求項２６】
　前記交番磁界の変化を検出することには、第２コイルにより前記交流磁界を検出するこ
とが含まれる、請求項２４の方法。
【請求項２７】
　前記第２コイルはキャパシタと並列に接続されている、請求項２６の方法。
【請求項２８】
　前記第１コイルは、磁心の第１部分に巻回されており、前記第２コイルは、前記磁心の
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第２部分に巻回されている、請求項２６の方法。
【請求項２９】
　前記インダクタが前記基板の近くにあるときを判断することを更に含む、請求項２３の
方法。
【請求項３０】
　インダクタから交番磁界を発生させることには、第１信号で前記インダクタを駆動する
ことが含まれ、前記交番磁界の変化を検出することには、前記交番磁界から第２信号を発
生することが含まれる、請求項２３の方法。
【請求項３１】
　前記第２信号の振幅の変化を判断することを更に含む、請求項３０の方法。
【請求項３２】
　前記第１信号及び前記第２信号間の位相差の変化を判断することを更に含む、請求項３
０の方法。
【請求項３３】
　化学機械研磨の方法であって、
　導体層を有する基板を研磨面の第１の側に位置決めすること、
　交番磁界を前記研磨面全体に広げて前記導体層に渦電流を誘導するため、前記基板の反
対側にある前記研磨面の第２の側に位置決めされたインダクタから前記交番磁界を発生さ
せること、
　前記導体層を研磨するために前記基板及び前記研磨面間に相対運動を生じさせること、
　前記基板に生じる渦電流を検出すること、
　検出された前記渦電流が終点基準を示すときに研磨を中止すること、を含む化学機械研
磨の方法。
【請求項３４】
　前記終点基準は、スレッショルド強度を超える渦電流信号である、請求項３３の方法。
【請求項３５】
　前記終点基準は、横ばい状態になる前記渦電流の勾配である、請求項３３の方法。
【請求項３６】
　化学機械研磨装置であって、
　研磨面を有する研磨パッドと、
　前記研磨面に当接して基板を保持するためのキャリヤと、
　前記研磨パッド及びキャリヤヘッドの間に相対運動を生じさせるため前記研磨パッド及
びキャリヤヘッドの少なくとも一方に接続されたモータと、
　少なくとも１つのインダクタ、駆動信号を発生すると共に、前記少なくとも１つのイン
ダクタに電気的に結合されて前記前記少なくとも１つのインダクタに交流を誘導し、交番
磁界を発生する電流源、前記交番磁界を検出してセンス信号を発生するため前記少なくと
も１つのインダクタに電気的に結合されたキャパシタを含むセンス回路、及び前記センス
信号及び前記駆動信号間の位相差を測定するため前記電流源及び前記センス回路に接続さ
れた位相比較回路を含む導体層厚さ監視システムと、を備える化学機械研磨装置。
【請求項３７】
　前記インダクタ及び前記発振器からの正弦信号を第１及び第２の方形波信号に変換する
ため少なくとも１つの第１ゲートを更に備える、請求項３６の装置。
【請求項３８】
　前記少なくとも１つの第１ゲートはＸＯＲゲートである、請求項３７の装置。
【請求項３９】
　前記第１の方形波信号を前記第２の方形波信号と比較して第３の方形波信号を発生する
比較器を更に備える、請求項３７の装置。
【請求項４０】
　前記比較器はＸＯＲゲートである、請求項３９の装置。
【請求項４１】
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　前記第３の方形波信号を前記第１及び第２の方形波信号間の位相差に比例する振幅を有
する差動信号に変換するフィルタを更に備える、請求項３９の装置。
【請求項４２】
　前記位相比較回路は、前記位相差に比例するデューティーサイクルをもつ信号を発生す
る、請求項３６の装置。
【請求項４３】
　化学機械研磨工程中に基板上の導体層の厚さを監視するための方法であって、
　前記基板の導体層に渦電流を誘導する交番磁界を発生するため第１信号でコイルを励磁
すること、
　前記交番磁界を測定すると共に、該磁界を表す第２信号を発生すること、
　前記第１信号及び前記第２信号を比較して両者間の位相差を決定すること、を含む方法
。
【請求項４４】
　化学機械研磨装置であって、
　研磨パッドと、
　研磨面の第１の側に当接して基板を保持するためのキャリヤと、
　前記基板の近くに交番磁界を発生するように位置決めされた渦電流監視システムと、
　光ビームを発生して前記基板からの前記光ビームの反射光を検出する光学監視システム
と、
　前記渦電流監視システム及び前記光学監視システムからの信号を受けるコントローラと
、
　前記研磨パッド及びキャリヤヘッドの間に相対運動を生じさせるため前記研磨パッド及
びキャリヤヘッドの少なくとも一方に接続されたモータと、を備える化学機械研磨装置。
【請求項４５】
　前記渦電流監視システムは、前記基板とは反対側の前記研磨パッドの第２の側に配置さ
れたインダクタを含む、請求項４４の研磨装置。
【請求項４６】
　前記インダクタは、前記研磨パッド下のプラテンにあるキャビティ内に配置されている
、請求項４５の研磨装置。
【請求項４７】
　前記光学監視システムは、光源と、前記基板とは反対側の前記研磨パッドの第２の側に
配置された光検出器とを含む、請求項４４の研磨装置。
【請求項４８】
　前記光源及び光検出器は、前記研磨パッド下のプラテンにある第１キャビティ内に配置
されている、請求項４７の研磨装置。
【請求項４９】
　前記渦電流監視システムは、前記プラテンにある前記第１キャビティ内に配置されたイ
ンダクタを含む、請求項４８の研磨装置。
【請求項５０】
　前記渦電流監視システムは、前記第１キャビティとは別に前記プラテンにある第２キャ
ビティ内に配置されたインダクタを含む、請求項４８の研磨装置。
【請求項５１】
　前記渦電流監視システムは、前記基板とは反対側の前記研磨パッドの第２の側に配置さ
れたインダクタを含む、請求項４７の研磨装置。
【請求項５２】
　前記渦電流監視システム及び前記光学監視システムは、前記基板上の実質的に同一半径
方向位置を監視するように位置決めされている、請求項４４の研磨装置。
【請求項５３】
　前記コントローラは、前記渦電流監視システム及び前記光学監視システムからの信号で
終点基準を検出するように構成されている、請求項４４の研磨装置。
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【請求項５４】
　化学機械研磨の方法であって、
　研磨面の第１の側に基板を位置決めすること、
　前記基板を研磨するため前記基板及び前記研磨面の間に相対運動を生じさせること、
　渦電流監視システムから第１信号を発生すること、
　光学監視システムから第２信号を発生すること、
　終点基準を求めて前記第１信号及び前記第２信号を監視すること、を含む、化学機械研
磨の方法。
【請求項５５】
　前記第１信号及び前記第２信号の双方に終点基準が検出されたときに研磨を中止するこ
とを更に含む、請求項５４の方法。
【請求項５６】
　前記第１信号又は前記第２信号のどちらかに終点基準が検出されたときに研磨を中止す
ることを更に含む、請求項５４の方法。
【請求項５７】
　前記基板は金属層を含み、前記監視ステップは、前記金属層が所定厚さに達するまで前
記渦電流監視システムからの前記信号を監視すること、及びその後前記光学監視システム
からの前記信号を監視することを含む、請求項５４の方法。
【請求項５８】
　基板上の金属層を化学機械研磨する方法であって、
　第１研磨ステーションにおいて前記基板を第１研磨速度で第１研磨面により研磨するこ
と、
　渦電流監視システムにより前記第１研磨ステーションにおける研磨を監視すること、
　所定厚さの金属層が前記基板上に残っていることを前記渦電流監視システムが指示した
ときに、前記基板を第２研磨ステーションに搬送すること、
　前記第２研磨ステーションにおいて前記基板を前記第１研磨速度より遅い第２研磨速度
で第２研磨面により研磨すること、
　光学監視システムにより前記第２研磨ステーションにおける研磨を監視すること、
　第１の下側層が少なくとも部分的に露出したことを前記光学監視システムが指示したと
きに研磨を中止すること、を含む化学機械研磨の方法。
【請求項５９】
　前記第１の下側層はバリヤ層である、請求項５８の方法。
【請求項６０】
　前記基板を第３研磨ステーションに搬送し同基板を第３研磨面で研磨することを更に含
む、請求項５９の方法。
【請求項６１】
　前記第３研磨ステーションにおける研磨を第２光学監視システムを用いて監視すること
、及び第２の下側層が少なくとも部分的に露出したことを前記第２光学監視システムが指
示したときに研磨を中止することを更に含む、請求項６０の方法。
【請求項６２】
　前記第３研磨ステーションにおける研磨は、前記第２の下側層が実質的に完全に露出す
るまで続けられる、請求項６０の方法。
【請求項６３】
　前記第２研磨ステーションにおける研磨は、前記第１の下側層が実質的に完全に露出す
るまで続けられる、請求項５８の方法。
【請求項６４】
　前記第２研磨ステーションにおける前記基板の研磨は、前記第２研磨ステーションにお
ける残りの研磨よりも高い圧力の開始研磨ステップを含む、請求項５８の方法。
【請求項６５】
　基板上の金属層を化学機械研磨する方法であって、
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　第１研磨ステーションにおいて前記基板を第１研磨速度で第１研磨面により研磨するこ
と、
　渦電流監視システムにより前記第１研磨ステーションにおける研磨を監視すること、
　所定厚さの金属層が前記基板上に残っていることを前記渦電流監視システムが指示した
ときに、前記第１研磨ステーションにおける研磨速度を減少させること、
　光学監視システムにより前記第１研磨ステーションにおける研磨を監視すること、
　第１の下側層が少なくとも部分的に露出したことを前記光学監視システムが指示したと
きに研磨を中止すること、を含む化学機械研磨の方法。
【請求項６６】
　前記第１の下側層はバリヤ層である、請求項６５の方法。
【請求項６７】
　前記基板を第２研磨ステーションに搬送し同基板を第２研磨面で研磨することを更に含
む、請求項６５の方法。
【請求項６８】
　第２光学監視システムを用いて前記第２研磨ステーションにおける研磨を監視すること
、及び第２の下側層が少なくとも部分的に露出したことを前記第２光学監視システムが指
示したときに研磨を中止することを更に含む、請求項６７の方法。
【請求項６９】
　前記基板を第３研磨ステーションに搬送すること、及び前記基板をバフ面でバフ研磨す
ることを含む、請求項６８の方法。
【請求項７０】
　前記第２研磨ステーションにおける研磨は、前記第１の下側層が実質的に完全に露出す
るまで続けられる、請求項６５の方法。
【請求項７１】
　基板上の金属層を化学機械研磨する方法であって、
　前記基板を第１研磨速度で研磨すること、
　渦電流監視システムにより研磨を監視すること、
　所定厚さの金属層が前記基板上に残っていることを前記渦電流監視システムが指示した
ときに、前記研磨速度を減じること、
　光学監視システムにより研磨を監視すること、
　下側層が少なくとも部分的に露出したことを前記光学監視システムが指示したときに研
磨を中止すること、を含む化学機械研磨の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概括的には基板の化学機械研磨に関し、特に、化学機械研磨中に金属層を監
視するための方法及び装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　集積回路は、シリコンウェーハ上に導電性、半導電性又は絶縁性の層を順次堆積させる
ことにより、基板上に形成されるのが一般的である。ある製造手順によると、非プレーナ
ー表面の上にフィラー層を堆積させ、この非プレーナー表面が露出するまで該フィラー層
を平坦化することを必要としている。例えば、導電性のフィラー層を絶縁性のパターン層
上に堆積させて、絶縁層にあるトレンチもしくは孔を埋めることができる。その後、絶縁
層の隆起パターンが露出するまで、フィラー層を研磨する。平坦化の後、絶縁層の隆起パ
ターン間に残っている導電層の部分が、基板上の薄膜回路間の導電路となるバイア、プラ
グ及びラインを形成する。また、平坦化は、フォトリソグラフィのため基板表面を平坦に
するために必要である。
【０００３】
　化学機械研磨（ＣＭＰ）は、一般に認められた平坦化の一方法である。この平坦化法は
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、一般的に、基板をキャリヤ又は研磨ヘッドに装着することを必要としている。基板の露
出面は、回転する研磨ディスクパッド又はベルトパッドに当接して配置される。研磨パッ
ドは“標準”パッド又は研磨材固定パッドのどちらかとすることができる。標準パッドは
、耐久性のある粗面を有しており、それに対して研磨材固定パッドは、閉じ込め媒体中に
保持される研磨粒子を有している。キャリヤヘッドは、制御可能な負荷を基板に付与して
基板を研磨パッドに押し付ける。研磨パッドの表面には、少なくとも一種の化学反応剤と
、標準パッドが使用される場合には研磨粒子とを含む研磨スラリーが供給される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ＣＭＰの問題の一つは、研磨プロセスが完了しているかどうか、即ち基板層が希望の平
坦度又は厚さまで平坦化されたかどうかを判断すること、又は所望量の材料が除去された
時点を判断することである。導体層又は膜の研磨過剰（多過ぎる量を除去）は回路抵抗の
増大になる。その反面、導体層の研磨不足（少な過ぎる量を除去）は短絡につながる。基
板層の初期厚さ、スラリー組成、研磨パッド状態、研磨パッド及び基板間の相対速度、並
びに基板に作用する荷重の変動は、材料除去速度に変化を生じさせることになる。該変化
は、研磨終点に達するのに必要とされる時間に変化を生じさせうる。従って、研磨終点は
、単なる研磨時間の関数として判断もしくは決定することはできない。
【０００５】
　研磨終点を判断する一つの方法は、基板を研磨面から取り出して検査することである。
例えば、基板を測定ステーションに搬送し、そこで基板層の厚さが例えばプロフィルメー
タ又は固有抵抗測定を用いて測定できる。所望の仕様が満たされない場合には、更に処理
するため、基板をＣＭＰ装置に再装荷する。これは時間のかかる手順であり、ＣＭＰ装置
のスループットを低下させる。或いは、検査の結果、過剰な量の材料が除去されたことが
明らかになることがあり、基板が使用不可になる。
【０００６】
　最近になって、研磨終点を検出するために、例えば光学センサ又はキャパシタンスセン
サを用いて、基板の現場（in-situ)監視が行われてきた。その他の提案された終点検出技
術は、摩擦、モータ電流、スラリーの化学的性質、音響及び導電率の測定を必要としてい
た。これまで考慮されてきた検出技術の一つは、金属層に渦電流を誘導して、金属層が除
去されるときの渦電流の変化を測定することである。
【０００７】
　ＣＭＰにおける別の再発する問題は、下側の層を露出させるためフィラー層を研磨する
ときの基板表面のわん状変形である。特に、一旦下側の層が露出したら、下側のパターン
層の隆起した領域間にあるフィラー層の部分が過剰研磨される可能性があり、基板表面に
中低の凹部を生じさせる。わん状変形は集積回路製造のために基板を使用することを不可
にし、そのため歩留まりを低下させる。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、一形態において、基板における導体膜を監視するためのセンサに向けられて
いる。このセンサは、前記基板に近接して位置決め可能の磁心と、該磁心の第１部分に巻
回された第１コイルと、該第１コイルに電気的に結合されて、前記第１コイルに交流を誘
導すると共に前記基板に近接して交番磁界を発生させる発振器と、前記磁心の第２部分に
巻回された第２コイルとを有している。キャパシタは、該第２コイルに電気的に結合され
ており、増幅器は、前記第２コイル及び前記キャパシタに電気的に結合されて出力信号を
発生する。
【０００９】
　本発明の実施例は、以下の特徴のうち１つ以上を有していてよい。前記発振器は、前記
基板が前記磁心に近接していないときに共振周波数をもたらすように選択された周波数を
もつ交流を誘導する。前記磁心は、本質的にフェライトからなると共に、２つのアーム部



(9) JP 2014-209643 A 2014.11.6

10

20

30

40

50

と、該２つのアーム部間にある接続部とを含みうる。前記第１コイルは、前記接続部に巻
回され、前記第２コイルは、前記２つのアーム部のうち少なくとも１つに巻回されている
。前記第２コイル及び前記キャパシタは、並列に接続されていてよい。前記センサは、前
記基板とは反対側にある研磨パッドの一側の配置されている。前記研磨パッドは、上側層
及び下側層を含み、前記磁心に隣接する前記下側層の少なくとも一部分には開口が形成さ
れていてよい。コンピュータは、前記出力信号を受信しうる。
【００１０】
　本発明は、別の形態において、化学機械研磨装置に向けられている。この化学機械研磨
は、研磨パッドと、研磨面の第１の側に当接して基板を保持するためのキャリアと、渦電
流センサと、前記研磨パッド及びキャリヤヘッドの少なくとも一方に接続されて両者間に
相対運動を生じさせるモータとを有している。渦電流センサは、前記基板とは反対側の前
記研磨パッドの第２の側に配置された少なくとも１つのインダクタ、該少なくとも１つの
インダクタに電気的に結合されてコイルに交流を誘導すると共に交番磁界を発生させる発
振器、及び前記少なくとも１つのインダクタに電気的に結合されたキャパシタを含んでい
る。
【００１１】
　本発明の実施例は、以下の特徴のうち１つ以上を有していてよい。プラテンは前記研磨
パッドを支持することができ、前記少なくとも１つのインダクタは前記プラテンの頂面に
ある凹部内に位置決めされうる。前記プラテンは回転することができ、位置センサは、前
記プラテンの角位置を判断もしくは測定し、コントローラは、前記少なくとも１つのイン
ダクタが前記基板の近くに位置決めされたときに前記渦電流センサからデータをサンプリ
ングする。前記研磨パッドの前記第２の側に凹部が形成されていてよい。前記研磨パッド
は、該研磨パッドの前記第１の側にある被覆層と、該研磨パッドの前記第２の側にある裏
当て層とを含み、前記凹部は、該裏当て層の一部を除去することにより形成しうる。前記
渦電流センサは、前記研磨パッドにある前記凹部の近くに位置決めされた２つの極を有す
る磁心を含み、前記少なくとも１つのインダクタは、前記磁心の第１部分に巻回されてい
る。前記渦電流センサは、磁心を含み、前記少なくとも１つのインダクタは、前記磁心の
第１部分に巻回された第１コイルと、前記磁心の第２部分に巻回された第２コイルとを含
みうる。前記発振器は、前記第１コイルに電気的に接続されていて該第１コイルに交流を
誘導しうる。前記キャパシタは、前記第２コイルに電気的に接続されうる。前記発振器は
、前記基板が前記磁心に近接していないときに共振周波数をもたらすように選択された周
波数をもつ交流を誘導しうる。終点検出システムは、前記渦電流センサから出力信号を受
信しうる。該終点検出システムは、前記出力信号が所定のスレッショルドを超えれば研磨
終点の信号を送るように構成されていてよい。
【００１２】
　本発明は、もう一つの形態において、研磨工程中に基板にある導体層の厚さを監視する
方法に向けられている。この方法において、基板は研磨面の第１の側に位置決めされ、交
番磁界は、前記基板の反対側にある前記研磨面の第２の側に位置決めされたインダクタか
ら発生される。交番磁界は、前記研磨面全体に広がって、前記導体層に渦電流を誘導する
。前記導体層の厚さの変化により前記交番磁界に変化が生じ、この変化が検出される。
【００１３】
　本発明の実施例は、以下の特徴のうち１つ以上を有していてよい。第１コイルは、第１
周波数で発振器により駆動されうる。前記第１周波数は、前記基板が前記磁界の近くに存
在しないときの共振周波数でよい。前記交流磁界は第２コイルにより検出される。前記第
２コイルはキャパシタと並列に接続されていてよい。前記第１コイルは、磁心の第１部分
に巻回されており、前記第２コイルは、前記磁心の第２部分に巻回されている。前記イン
ダクタが前記基板の近くにある時期が判断される。前記インダクタは第１信号により駆動
され、第２信号は、前記交番磁界から発生される。前記第２信号の振幅の変化が判断され
る。前記第１信号及び前記第２信号間の位相差の変化が判断されうる。
【００１４】
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　本発明は、別の形態において、化学機械研磨の方法に向けられている。この方法におい
て、導体層を有する基板は、研磨面の第１の側に位置決めされる。交番磁界は、前記基板
の反対側にある前記研磨面の第２の側に位置決めされたインダクタから発生される。交番
磁界は、前記研磨面全体に広がって前記導体層に渦電流を誘導する。前記導体層を研磨す
るために前記基板及び前記研磨面間に相対運動が与えられる。前記基板に生じる渦電流が
検出され、検出された前記渦電流が終点基準を示すときに研磨が中止される。
【００１５】
　本発明の実施例は、以下の特徴のうち１つ以上を有していてよい。前記終点基準は、ス
レッショルド強度を超えるか横ばい状態になる前記渦電流である。
【００１６】
　本発明は、もう一つの形態において、化学機械研磨装置に向けられている。この化学機
械研磨装置は、研磨面を有する研磨パッドと、前記研磨面に当接して基板を保持するため
のキャリヤと、前記研磨パッド及びキャリヤヘッドの間に相対運動を生じさせるため前記
研磨パッド及びキャリヤヘッドの少なくとも一方に接続されたモータと、導体層厚さ監視
システムとを有している。導体層厚さ監視システムは、少なくとも１つのインダクタと、
駆動信号を発生すると共に、前記少なくとも１つのインダクタに電気的に結合されて前記
前記少なくとも１つのインダクタに交流を誘導し、交番磁界を発生する電流源と、前記交
番磁界を検出してセンス信号を発生するため前記少なくとも１つのインダクタに電気的に
結合されたキャパシタを含むセンス回路と、前記センス信号及び前記駆動信号間の位相差
を測定するため前記電流源及び前記センス回路に接続された位相比較回路とを含んでいる
。
【００１７】
　本発明の実施例は、以下の特徴のうち１つ以上を有していてよい。例えばＸＯＲゲート
である少なくとも１つの第１ゲートは、前記インダクタ及び前記発振器からの正弦信号を
第１及び第２の方形波信号に変換する。例えばＸＯＲゲートである比較器は、前記第１の
方形波信号を前記第２の方形波信号と比較して第３の方形波信号を発生する。フィルタは
、前記第３の方形波信号を前記第１及び第２の方形波信号間の位相差に比例する振幅を有
する差動信号に変換しうる。前記位相比較回路は、前記位相差に比例するデューティーサ
イクルをもつ信号を発生しうる。
【００１８】
　本発明は、もう一つの形態において、化学機械研磨工程中に基板上の導体層の厚さを監
視するための方法に向けられている。この方法において、コイルは、交番磁界を発生する
ため第１信号で励磁される。該交番磁界は、前記基板の導体層に渦電流を誘導する。前記
交番磁界が測定され、該磁界を表す第２信号が発生される。前記第１信号及び前記第２信
号は、両者間の位相差を判断するため比較される。
【００１９】
　本発明は、別の形態において、化学機械研磨装置に向けられている。この化学機械研磨
装置は、研磨パッドと、研磨面の第１の側に当接して基板を保持するためのキャリヤと、
前記基板の近くに交番磁界を発生するように位置決めされた渦電流監視システムと、光ビ
ームを発生して前記基板からの前記光ビームの反射光を検出する光学監視システムと、前
記渦電流監視システム及び前記光学監視システムからの信号を受けるコントローラと、前
記研磨パッド及びキャリヤヘッドの間に相対運動を生じさせるため前記研磨パッド及びキ
ャリヤヘッドの少なくとも一方に接続されたモータとを有している。
【００２０】
　本発明の実施例は、以下の特徴のうち１つ以上を有していてよい。前記渦電流監視シス
テムは、前記基板とは反対側の前記研磨パッドの第２の側に配置されたインダクタを含ん
でいる。前記インダクタは、前記研磨パッド下のプラテンにある第１キャビティ内に配置
されうる。前記光学監視システムは、光源と、前記基板とは反対側の前記研磨パッドの第
２の側に配置された光検出器とを含むことができる。前記光源及び光検出器は、前記研磨
パッド下のプラテンにある第１キャビティ内に、又は第２キャビティ内に位置決めしうる
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。前記渦電流監視システム及び前記光学監視システムは、前記基板上の実質的に同一半径
方向位置を監視するように位置決めしうる。前記コントローラは、前記渦電流監視システ
ム及び前記光学監視システムからの信号で終点基準を検出するように構成することができ
る。
【００２１】
　もう一つの形態において、本発明は、化学機械研磨の方法に向けられている。この方法
において、基板は、研磨面の第１の側に位置決めされ、前記基板を研磨するため前記基板
及び前記研磨面の間に相対運動が与えられ、第１信号が渦電流監視システムから発生され
、第２信号が光学監視システムから発生され、終点基準を求めて前記第１信号及び前記第
２信号が監視される。
【００２２】
　本発明の実施例は、以下の特徴のうち１つ以上を有していてよい。研磨は、前記第１信
号及び前記第２信号の双方に終点基準が検出されたときに、或いは前記第１信号又は前記
第２信号のどちらかに終点基準が検出されたときに中止しうる。前記基板は金属層を含み
、監視ステップは、前記金属層が所定厚さに達するまで前記渦電流監視システムからの前
記信号を監視すること、及びその後前記光学監視システムからの前記信号を監視すること
を含んでいる。
【００２３】
　本発明は、別の形態において、基板上の金属層を化学機械研磨する方法に向けられてい
る。基板は、第１研磨ステーションにおいて第１研磨速度で第１研磨面により研磨される
。前記第１研磨ステーションにおける研磨は渦電流監視システムにより監視され、基板は
、所定厚さの金属層が前記基板上に残っていることを前記渦電流監視システムが指示した
ときに、第２研磨ステーションに搬送される。該基板は、前記第２研磨ステーションにお
いて前記第１研磨速度より遅い第２研磨速度で第２研磨面により研磨される。研磨は、光
学監視システムにより前記第２研磨ステーションで監視され、第１の下側層が少なくとも
部分的に露出したことを前記光学監視システムが指示したときに中止される。
【００２４】
　本発明の実施例は、以下の特徴のうち１つ以上を有していてよい。前記第１の下側層は
バリヤ層でよい。前記基板は、第３研磨ステーションに搬送され第３研磨面で研磨される
。前記第３研磨ステーションにおける研磨は、第２光学監視システムを用いて監視され、
第２の下側層が少なくとも部分的に露出したことを前記第２光学監視システムが指示した
ときに中止される。前記第３研磨ステーションにおける研磨は、前記第２の下側層が実質
的に完全に露出するまで続けられる。前記第２研磨ステーションにおける研磨は、前記第
１の下側層が実質的に完全に露出するまで続けられる。前記第２研磨ステーションにおけ
る前記基板の研磨は、前記第２研磨ステーションにおける残りの研磨よりも高い圧力の開
始研磨ステップを含みうる。
【００２５】
　もう一つの形態において、本発明は、基板上の金属層を化学機械研磨する方法に向けら
れている。前記基板は、第１研磨ステーションにおいて第１研磨速度で第１研磨面により
研磨される。前記第１研磨ステーションにおける研磨は、渦電流監視システムにより監視
され、所定厚さの金属層が前記基板上に残っていることを前記渦電流監視システムが指示
したときに、前記第１研磨ステーションにおける研磨速度を低下される。前記第１研磨ス
テーションにおける研磨は光学監視システムにより監視され、研磨は、第１の下側層が少
なくとも部分的に露出したことを前記光学監視システムが指示したときに中止される。
【００２６】
　本発明の実施例は、以下の特徴のうち１つ以上を有していてよい。前記第１の下側層は
バリヤ層でよい。前記基板は、第２研磨ステーションに搬送され第２研磨面で研磨される
。前記第２研磨ステーションにおける研磨は、第２光学監視システムを用いて監視され、
研磨は、第２の下側層が少なくとも部分的に露出したことを前記第２光学監視システムが
指示したときに中止される。前記基板は、第３研磨ステーションに搬送され、バフ面でバ
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フ研磨される。前記第２研磨ステーションにおける研磨は、前記第１の下側層が実質的に
完全に露出するまで続けられる。
【００２７】
　別の形態において、本発明は、基板上の金属層を化学機械研磨する方法に向けられてお
り、この方法において、前記基板は、第１研磨速度で研磨される。研磨は、渦電流監視シ
ステムにより監視され、前記研磨速度は、所定厚さの金属層が前記基板上に残っているこ
とを前記渦電流監視システムが指示したときに、低下される。研磨は、光学監視システム
により監視され、下側層が少なくとも部分的に露出したことを前記光学監視システムが指
示したときに、中止される。
【００２８】
　本発明の諸実施例による考えられうる利点には以下のうち１つ以上が含まれうる。金属
層のバルク研磨中、キャリヤヘッドにより加えられる圧力プロフィールは、非一様な研磨
速度及び非一様な入来基板の厚さに対して補償するように調整することができる。また、
研磨監視システムは、現場で金属層の研磨終点を検出することができる。更に、研磨監視
システムは、研磨装置が研磨パラメータを切り換えるべき時点を判断もしくは決定するこ
とができる。例えば、研磨監視システムは、研磨終点前の金属層の研磨中に研磨速度の減
速をトリガーするのに使用することができる。研磨は高精度で停止することができる。わ
ん状変形やエロージョンと同様に研磨過剰及び研磨不足を減じることができるので、歩留
まり及びスループットが向上する。
　本発明のその他の特徴及び利点は、特許請求の範囲及び図面を含め、以下の記載から明
らかとなろう。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】化学機械研磨装置の概略分解斜視図である。
【図２】キャリヤヘッドの概略断面図である。
【図３】図３Ａは、渦電流監視システム及び光学監視システムを含む化学機械研磨ステー
ションの一部断面の概略側面図である。図３Ｂは、図３Ａの研磨ステーションから取った
プラテンの概略頂面図である。
【図４】渦電流監視システムの概略回路図である。
【図５】渦電流監視システムにより発生された磁界を説明する概略断面図である。
【図６】渦電流センサから取った磁心の概略斜視図である。
【図７】図７Ａ～Ｄは、渦電流監視センサを用いて研磨終点を検出する方法を概略的に説
明している。
【図８】渦電流監視システムから得た振幅のトレースを示すグラフである。
【図９Ａ】渦電流監視システムの概略回路図である。
【図９Ｂ】渦電流監視システムの概略回路図である。
【図９Ｃ】
【図１０】渦電流監視システムから得た位相シフトのトレースを示すグラフである。
【図１１】光学監視システムから得た振幅のトレースを示すグラフである。
【図１２】金属層を研磨する方法を示すフローチャートである。
【図１３】金属層を研磨する代替方法を示すフローチャートである。
【図１４】渦電流監視システムを含む化学機械研磨ステーションの一部断面の概略側面図
である。
【図１５】図１５Ａ及びＢは、研磨パッドの概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　図１を参照すると、１枚以上の基板１０をＣＭＰ装置２０により研磨しうることが分か
る。同様の研磨装置についての記載が米国特許第５,７３８,５７４号にあり、その全開示
内容は参照によりこの明細書に組み入れられる。研磨装置２０は、一連の研磨ステーショ
ン２２ａ，２２ｂ及び２２ｃ並びに搬送ステーション２３を含んでいる。搬送ステーショ
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ン２３は、基板をキャリアヘッド及びローディング装置間に搬送する。
【００３１】
　各研磨ステーションは、回転可能のプラテン２４を含んでおり、その上に研磨パッド３
０が置かれる。第１及び第２の研磨ステーション２２ａ，２２ｂは、耐久性のある硬質外
表面をもつ二層研磨パッドか、或いは研磨粒子を埋め込んだ固定研粒パッドを含むことが
できる。最後の研磨ステーション２２ｃは、比較的に軟質のパッド又は二層研磨パッドを
含むことができる。また、各研磨ステーションは、研磨パッドが効果的に基板を研磨する
ように同研磨パッドの状態を維持するため、パッド状態調節装置２８も含むことができる
。
【００３２】
　図３Ａを参照すると、二層研磨パッド３２は、プラテン２４の表面に当接する裏当て層
３２と、基板１０を研磨するのに使用される被覆層３４とを有するのが一般的である。被
覆層３４は裏当て層３２よりも概して硬い。しかし、パッドのなかには、被覆層のみを有
し、裏当て層のないものがある。被覆層３４は、例えば中空微小球であるフィラーを多分
含む発泡もしくは注型ポリウレタン、及び／又は溝付き表面層から構成することができる
。裏当て層３２は、ウレタンに浸した圧縮フェルト繊維から構成することができる。ＩＣ
－１０００からなる被覆層及びＳＵＢＡ－４からなる裏当て層を有する二層研磨パッドは
、米国デラウェア州ニューアークのロデール・インコーポレイテッド(Rodel,　Inc.)から
入手できる(ＩＣ－１０００及びＳＵＢＡ－４は、Rodel,　Inc.の製品名である）。
【００３３】
　研磨工程中、液体（例えば、酸化研磨のために脱イオン水）とｐＨ調整剤（例えば、酸
化研磨のために水酸化カリウム）とを含有するスラリー３８をスラリー供給ポートもしく
はスラリー／リンス混合アーム３９により研磨パッド３０の表面に供給することができる
。研磨パッド３０が標準パッドであれば、スラリー３８は、研磨粒子（例えば、酸化研磨
のために二酸化ケイ素）も含有することができる。
【００３４】
　図１に戻ると、多重ヘッド付き回転台６０は、４個のキャリヤヘッド７０を支持してい
る。この回転台は、キャリヤヘッド系とそこに取り付けられた基板とが研磨ステーション
２２及び搬送ステーション２３間を回るように、回転台用モータ組立体（図示せず）によ
り回転台軸線６４を中心として中央支柱６２によって回転される。キャリヤヘッド系のう
ちの３つが基板を受けて保持し、それらを研磨パッドに圧接することにより研磨する。一
方、キャリヤヘッド系のうちの１つは搬送ステーション２３から基板を受けると共に、搬
送ステーション２３に基板を配送する。
【００３５】
　各キャリヤヘッド７０は、キャリヤ駆動軸７４によりキャリヤヘッド回転モータ７６（
カバー６８の４分の１を除去して示されている）に接続されているので、各キャリヤヘッ
ド７０をその軸線回りに独立して回転させることができる。その上、各キャリヤヘッド７
０は、回転台支持プレート６６に形成された半径方向のスロット７２において独立して横
方向に往復動する。適当なキャリヤヘッド７０についての記載は、西暦１９９９年１２月
２３日及び西暦２０００年３月２７日にそれぞれ出願された米国特許願第０９/４７０,８
２０号及び第０９/５３５,５７５号にあり、その全開示内容は参照によりこの明細書に組
み入れられる。作動中、プラテンはその軸線２５の回りに回転され、そしてキャリヤヘッ
ドは、その中心軸線７１の回りに回転されると共に、研磨パッドの表面に交叉して横方向
に平行移動される。
【００３６】
　上述の特許出願に開示されているように、また、図２に示すように、典型的なキャリヤ
ヘッド７０は、ハウジング２０２、基部アセンブリ２０４、ジンバル機構２０６（これは
基部アセンブリ２０４の一部と考えることができる）、ロードチャンバ２０８、保持リン
グ２１０及び基板裏当てアセンブリ２１２を含んでおり、該基板裏当てアセンブリには、
上部浮動チャンバ２３６、下部浮動チャンバ２３４及び外側チャンバ２３８のような３つ
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の加圧可能なチャンバが含まれている。ロードチャンバ２０８は、ハウジング２０２及び
基部アセンブリ２０４の間に配置されており、ロードを基部アセンブリ２０４に加えて、
その垂直方向の位置を制御する。第１の圧力調整器（図示せず）を通路２３２によりロー
ドチャンバ２０８に流体接続して、該ロードチャンバにおける圧力と基部アセンブリ２０
４の垂直方向位置とを制御することができる。
【００３７】
　基板裏当てアセンブリ２１２は、可撓性の内側メンブレン２１６と、可撓性の外側メン
ブレン２１８と、内側支持構造２２０と、外側支持構造２３０と、内側スペーサリング２
２２と、外側スペーサリング２３２とを含んでいる。可撓性の内側メンブレン２１６は、
制御可能な領域にあるウェーハ１０に圧力を加える中央部を含む。基部アセンブリ２０４
と内側メンブレン２１６との間にあり内側フラップにより封止された体積は、加圧可能の
下部浮動チャンバ２３４を形成する。基部アセンブリ２０４及び内側メンブレン２１６の
間にあって内側フラップ２４４及び外側フラップ２４６により封止された環状の体積は、
加圧可能の上部浮動チャンバ２３６を画成する。内側メンブレン２１６と外側メンブレン
２１８との間に封止された体積は、加圧可能の外側チャンバ２３８を画成する。３個の圧
力調節器（図示せず）は、下部浮動チャンバ２３４、上部浮動チャンバ２３６及び外側チ
ャンバ２３８に個別に接続することができる。従って、ガスのような流体を各チャンバの
中に、或いは外に個別に案内することができる。
【００３８】
　下部浮動チャンバ２３４、上部浮動チャンバ２３６及び外側チャンバ２３８における圧
力の組合せで、外側メンブレン２１８の頂面に対する内側メンブレン２１６の圧力と接触
面積との双方を制御する。例えば、流体を上部浮動チャンバ２３６外に圧送することによ
り、内側メンブレン２１６の縁が持ち上げられて外側メンブレン２１８から離れ、そのた
め、内側メンブレン及び外側メンブレン間の接触領域の接触直径Ｄcが減少する。逆に、
流体を上部浮動チャンバ２３６内に圧送することにより、内側メンブレン２１６の縁が外
側メンブレン２１８に向かって下降し、そのため、接触領域の接触直径Ｄcが大きくなる
。また、流体を下部浮動チャンバ２３４の内部又は外部に圧送することにより、外側メン
ブレン２１８に対する内側メンブレン２１６の圧力。従って、キャリヤヘッドによって負
荷された領域における圧力のほかに、その領域の直径も制御することができる。
【００３９】
　図３Ａ及び３Ｂを参照すると、凹部２６がプラテン２４に形成され、透明部３６が下に
凹部２６のある研磨パッド３０に形成されている。この開口２６及び透明部３６は、キャ
リヤヘッドの平行移動位置に関係なく、プラテンの回転中のある一部分の間、基板１０の
直下を通るように、位置決めされている。研磨パッド３２が二層パッドであると仮定すれ
ば、裏当て層３２の一部を除去して被覆層３４に透明プラグ３６を挿入することによって
、薄いパッド部３６を構成することができる。このプラグ３６は、比較的に純粋なポリマ
ー又はポリウレタンでよく、例えば、フィラーなしに形成されうる。一般に、透明部３６
の材料は非磁性かつ非導電性でなければならない。
【００４０】
　図３Ａ及び図４を参照すると、第１の研磨ステーション２２ａは、現場での渦電流監視
システム４０と光学監視システム１４０とを含んでいる。現場での渦電流監視システム４
０及び光学監視システム１４０は、研磨プロセス制御及び終点検出システムとして機能す
ることができる。第２の研磨ステーション２２ｂ及び最終の研磨ステーション２２ｃは共
に光学監視システムだけを含むことができるが、どちらも渦電流監視システムを追加的に
含んでいてよい。
【００４１】
　渦電流監視システム４０は、基板の金属層に渦電流を誘起するための駆動システム４８
と、この駆動システムにより金属層に誘起された渦電流を検出するための検出システム５
８とを含んでいる。監視システム４０は、プラテンと共に回転するように凹部２６内に配
置された磁心４２と、この磁心４２の一部分に巻回された駆動コイル４４と、磁心４２の
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第２部分に巻回された検出コイル４６とを含んでいる。駆動システム４８のため、監視シ
ステム４０は、駆動コイル４４に接続された発振器５０を含んでいる。検出システム５８
のために、監視システム４０は、検出コイル４６と並列に結合されたキャパシタ５２と、
検出コイル４６に結合されたＲＦ増幅器５４と、ダイオード５６とを含んでいる。発振器
５０、キャパシタ５２、ＲＦ増幅器５４及びダイオード５６は、プラテン２４から離間し
て配置することができると共に、回転電気継手２９を介してプラテンの諸要素と接続する
ことができる。
【００４２】
　図５を参照するに、作動中、発振器５０は駆動コイル４４を駆動して、磁心４２の本体
から広がってその２つの磁極４２ａ，４２ｂ間のギャップ４６に入る振動磁界４８を発生
する。この磁界４８の少なくとも一部は、研磨パッド３０の薄い部分を通って広がり基板
１０に入る。金属層１２が基板１０上にあれば、振動磁界４８はこの金属層１２に渦電流
を発生させる。渦電流は、金属層１２を検出コイル４６及びキャパシタ５２と並列のイン
ピーダンス源として作用させる。金属層の厚さが変化するにつれて、インピーダンスが変
化し、その結果、検出機構のＱ係数に変化が生じる。検出機構のＱ係数の変化を検出する
ことによって、渦電流センサは渦電流の強度変化を検出し、従って、金属層１２の厚さの
変化を検出する。
【００４３】
　図６を参照すると、磁心４２は、比較的に高い透磁率（例えば、約２５００）の非導電
性材料で形成されたＵ形の本体とすることができる。特に、磁心４２はフェライトでよい
。一実施例において、２つの磁極４２ａ及び４２ｂは約０.６インチ離れており、磁心４
２は約０.６インチの奥行きがあり、そして磁心の横断面は一辺が０.２インチの正方形で
ある。
【００４４】
　一般に、現場での渦電流監視システム４０は、約５０ｋＨｚ～１０ＭＨｚ、例えば２Ｍ
Ｈｚの共振周波数を有するように構成される。例えば、検出コイル４６は、約０．３～３
０μＨのインダクタンスを有していてよく、キャパシタ５２は約０．２～２０ｎＦのキャ
パシタンスを有していてよい。駆動コイルは発振器からの駆動信号に適応するように設計
することができる。例えば、発振器が低電圧かつ低インピーダンスを有している場合、駆
動コイルは、巻数をもっと少なくして小さなインダクタンスとすることができる。それに
対して、発振器が高電圧かつ高インピーダンスを有している場合、駆動コイルは、巻数を
もっと多くして大きなインダクタンスとすることができる。
【００４５】
　一実施例において、検出コイル４６は磁心の各アーム部に巻回された９巻きを有し、駆
動コイル４４は磁心の基部に巻回された２巻きを有し、そして発振器は約０.１Ｖ～５.０
Ｖの振幅で駆動コイル４４を駆動する。また、一実施例において、検出コイルが約２．８
μＨのインダクタンスを有しており、キャパシタ５２は約２．２ｎＦのキャパシタンスを
有し、そして共振周波数は約２ＭＨｚである。もう一つの実施例において、検出コイルは
約３μＨのインダクタンスを有しており、キャパシタ５２は約４００ｐＦのキャパシタン
スを有している。勿論、これらの値は、正確な巻き構造、磁心組成及び形状、並びにキャ
パシタのサイズの影響を大きく受けるので、単なる一例である。
【００４６】
　一般に、導電膜の予想初期厚さが厚ければ厚いほど、希望共振周波数は低くなる。例え
ば、一例として２０００オングストロームのような比較的に薄い膜については、キャパシ
タンス及びインダクタンスは、比較的に高い共振周波数、例えば約２ＭＨｚを発生するよ
うに選択できる。これに反して、例えば２０００オングストロームのように比較的に厚い
膜については、キャパシタンス及びインダクタンスは、例えば約５０ｋＨｚという比較的
に低い共振周波数を発生するように選択できる。しかし、厚い銅の層では高い共振周波数
が依然として功を奏することになる。また、キャリヤヘッドにおける金属部材からのバッ
クグラウンドノイズを減らすために非常に高い周波数（約２ＭＨｚ）を使用することがで
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きる。
【００４７】
　図３Ａ、図４及び図７Ａを参照すると、最初、研磨を行う前、発振器５０は基板が存在
しない状態でＬＣ回路の共振周波数に同調される。この共振周波数はＲＦ増幅器５４から
の出力信号を最大振幅にすることになる。
【００４８】
　図７Ｂ及び図８に示すように、研磨工程のため、基板１０が研磨パッド３０との接触状
態に置かれる。基板１０は、シリコンウェーハ１２と、例えば銅のような金属である導体
層１６とを含み、この導体層１６は、半導体、導体又は絶縁体層とすることができる１層
以上の下側のパターン層１４を覆って配置されている。タンタル又は窒化タンタルのよう
なバリヤ層１８により金属層を下側の誘電体から分離させうる。下側のパターン層は、例
えば、バイア、パッド及び相互接続のような金属特徴を含むことができる。研磨の前、導
体層１６のバルクは、当初、比較的に厚くかつ連続しているので、比較的に小さな固有抵
抗を有しており、比較的に強い渦電流を導体層に発生させることができる。前述したよう
に、渦電流は、金属層を検出コイル４６及びキャパシタ５２と並列のインピーダンス源と
して作用させる。その結果、導体層１６の存在により検出回路のＱ係数が減少し、それに
よりＲＦ増幅器５６からの信号の振幅が著しく減じる。
【００４９】
　図７Ｃ及び図８を参照するに、基板１０が研磨されるにつれて、導体層１６のバルク部
が薄くなる。導体層１６が薄肉化するため、その面積抵抗が上昇し、金属層における渦電
流は減衰するようになる。その結果、金属層１６及び検出回路５８間の結合が減じる（仮
想インピーダンス源の固有抵抗の増大）。結合が低下するため、検出回路５８のＱ係数は
その当初の値に向かい増大する。
【００５０】
　図７Ｄ及び図８を参照すると、最終的に、導体層１６のバルク部は除去され、絶縁性の
パターン層１４との間のトレンチに相互接続１６’が残る。この時点で、該して小さくか
つ該して非連続である基板の諸導体部と検出回路５８との間の結合が最小になる。その結
果、検出回路のＱ係数は最大値に達する（基板が全く存在しないときのＱ係数の値ほど大
きくはない）。これにより、検出回路からの出力信号の振幅を頭打ち状態にさせる。
【００５１】
　従って、出力信号の振幅がもはや増大せず安定した時点（例えば、局所的に横這いもし
くは水平状態に達した時点）を検出することにより、コンピュータ９０は、研磨終点を検
出することができる。或いは、１枚以上のテスト基板を研磨することにより、研磨機械の
オペレータは、金属層の厚さの関数として出力信号の振幅を測定することができる。従っ
て、終点検出器は、特定厚さの金属層が基板上に残っているときに研磨を中止させること
ができる。特に、コンピュータ９０は、増幅器からの出力信号が所望厚さに対応する電圧
スレッショルドを超えるときに終点をトリガーすることができる。或いは、渦電流監視シ
ステムも研磨パラメータの変化をトリガーするのに使用できる。例えば、渦電流監視シス
テムが研磨基準を検出したときに、ＣＭＰ装置は、スラリー組成を変更することができる
（例えば、高選択性のスラリーから低選択性のスラリーへ）。別の例として、以下に述べ
るように、ＣＭＰ装置は、キャリヤヘッドにより加えられる圧力分布を変えることができ
る。
【００５２】
　図９Ａを参照すると、渦電流監視システムは、振幅の変化を検出することに加えて、検
出した信号の位相シフトを演算するための位相シフト検出器を含むことができる。金属層
が研磨されるので、検出した信号の位相は発振器５０からの駆動信号に関して変化する。
この位相差は研磨された層の厚さに相関付けることができる。
【００５３】
　渦電流監視システムの振幅及び位相シフトの双方に関する部分の実施例が図９Ｂに示さ
れている。この実施例は、図９Ｂに示すように、駆動信号及び検出信号を結合して、位相
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差に比例するパルス幅又はデューティーサイクルをもつ位相シフト信号を発生する。この
実施例においては、２つのＸＯＲゲート１００及び１０２を使用して、検出コイル４６及
び発振器５０からの正弦波信号をそれぞれ方形波信号に変換する。２つの方形波信号は第
３のＸＯＲゲート１０４の入力に供給される。第３のＸＯＲゲート１０４の出力は、２つ
の方形波信号間の位相差に比例するパルス幅又はデューティーサイクルをもつ位相シフト
信号である。この位相シフト信号は、ＲＣフィルタ１０６によってろ過され、位相差に比
例する電圧を有するＤＣ的な信号を発生する。或いは、該信号は、位相シフト測定を行う
プログラマブル・ディジタル・ロジック、例えば、結合プログラム可能論理デバイス（Ｃ
ＰＬＤ）又は書替え可能ゲートアレイ（ＦＧＰＡ）に入力することができる。渦電流監視
システムの振幅検出部分のもう一つの実施例は図９Ｃに示されている。駆動信号及び検出
信号間の位相差を測定する渦電流監視システムにより発生されるトレースの例は図１０に
示されている。位相測定は駆動周波数の安定性に非常に敏感に反応するから、位相ロック
ループ電子回路を付加しうる。
【００５４】
　考えうる位相差測定の利点は、金属層の厚さに関する位相差の相関関係が振幅のそれよ
りももっと線形になりうることである。また、その上、金属層の絶対厚さが考えられる広
範囲の厚さにわたり測定しうる。
【００５５】
　図３Ａに戻ると、反射率計又は干渉計として機能しうる光学監視システム１４０は、渦
電流監視システム４０に隣接して凹部２６中でプラテン２４に固定することができる。従
って、光学監視システム１４０は、渦電流監視システム４０により監視されているのと実
質的に同じ基板上の位置の反射率を測定することができる。特に、光学監視システム１４
０は、プラテン２４の回転軸線から渦電流監視システム４０と同一の半径方向距離のとこ
ろにある基板の一部を測定するように位置決めしうる。従って、光学監視システム１４０
は、渦電流監視システム４０と同じ通路において基板を掃引もしくは走査することができ
る。
【００５６】
　光学監視システム１４０は、光源１４４及び検出器１４６を含んでいる。光源は、透明
窓部３６及びスラリーを通って拡散し基板１０の露出面に衝突する光ビーム１４２を発生
する。例えば、光源１４４はレーザーでよく、光ビーム１４２は平行レーザービームでよ
い。光レーザビーム１４２は、基板１０の表面に対して直角の軸線からある角度をなして
レーザー１４４から発射することができる。また、孔２６及び窓３６が細長ければ、ビー
ム拡大器（図示せず）を光ビームの通路に配置して、窓の長手方向軸心に沿って光ビーム
を拡大することができる。一般的に、光学監視システムは、米国特許第６,１５９,０７３
号及び１９９８年１１月２日に出願された米国特許願第０９/１８４,７６７号に記載され
たように機能し、それらの全開示内容は参照により本明細書に組み入れられる。
【００５７】
　図１１は、駆動信号及び検出信号間の位相差を測定する光学監視システムによって発生
されたトレース２５０の一例を示している。強度トレース２５０の全形状について以下に
説明する。最初、金属層１６は、下側にあるパターン層１４のトポロジーのため、ある初
期トポグラフィーを有している。このトポグラフィーのため、光ビームは金属層に衝突す
ると散乱する。研磨工程がトレースの部分２５２で進むにつれて、金属層はより平坦にな
り、研磨された金属層の反射率が増大する。金属層のバルクがトレースの部分２５４にお
いて除去されるので、強度は比較的に安定したままである。一旦酸化層がトレースにおい
て露出し始めると、全信号強度はトレースの部分２５６において急激に低下する。一旦酸
化層がトレースにおいて完全に露出すると、強度はトレースの部分２５８において再び安
定するが、酸化層が除去される際の干渉効果により、強度は僅かな振動を受けることがあ
る。
【００５８】
　図３Ａ、３Ｂ及び４に戻ると、ＣＭＰ装置２０は、磁心４２及び光源４４がいつ基板１
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０の直下にあるかを検出するため、光学的断続器のような位置センサ８０を含みうること
が分かる。例えば、光学的断続器は、キャリヤヘッド７０に向き合った一定位置に装着し
うる。プラテンの外周には遮光板８２が取り付けられている。遮光板８２の取付位置及び
長さは、透明部３６が基板１０の直下を通っている間にセンサ８０の光信号を遮断するよ
うに、選択されている。或いは、ＣＭＰ装置は、プラテンの角位置を測定するためのデコ
ーダを含むことができる。
【００５９】
　多目的プログラム可能ディジタルコンピュータ９０は、渦電流監視システムからの強度
信号及び位相シフト信号を受けると共に、光学監視システムからの強度信号を受ける。こ
れらの監視システムはプラテンの各回転ごとに基板の直下を掃引もしくは走査するので、
金属層の厚さ及び下側にある層の露出に関する情報は、連続実時間方式（プラテン１回転
ごとに１回）で現場集積される。コンピュータ９０は、基板が透明部３６の大体上にある
ときに（位置センサにより求められる）監視システムからの信号をサンプリングするよう
にプログラムすることができる。研磨が進行するにつれて、金属層の反射率又は厚さが変
わり、サンプリングされた信号は時間と共に変化する。時間と共に変化する該サンプリン
グされた信号はトレースと呼ばれることがある。監視システムからの測定値は、研磨中、
出力装置９２に表示することができ、装置のオペレータが研磨工程の進行を目視により監
視することを可能としている。また、以下に述べるように、トレースは研磨プロセスを制
御すると共に金属層の研磨工程の終点を求めるために使用しうる。
【００６０】
　渦電流監視システム４０及び光学監視システム１４０の双方からの信号がコンピュータ
９０に入力されるので、これら監視システムの一方又は双方を終点判断のために使用しう
る。これは、化学機械研磨装置が誘電材料及び金属材料の双方を研磨するための強力な終
点検出能力をもつことを可能にする。これら双方のシステムからの信号は、終点基準を求
めて監視することができ、双方のシステムからの終点基準の検出を種々のブール論理演算
（例えば、ＡＮＤ又はＯＲ）と組み合わせて、プロセスパラメータの変化又は研磨終点を
トリガーさせることができる。検出器論理のための可能なプロセス制御及び終点基準には
、極大又は極小、勾配の変化、振幅又は勾配のスレッショルド値、或いはそれらの組合せ
が含まれる。一方の監視システムが他方の監視システムを確認するのに役立つようにしう
る。例えば、研磨装置は、渦電流信号及び光強度信号の双方の適切な終点基準を検出した
際にのみ研磨を中止しうる。或いは、一方のシステムバックアップの終点検出器として作
用しうる。例えば、研磨装置は、一方のシステム、例えば渦電流監視システムからの第１
の終点基準を検出した際にのみ研磨を中止でき、終点基準がある時間フレームで検出され
なければ、研磨は、他方のシステム、例えば光学監視システムからの第２の終点基準を検
出した際に中止できる。加えて、これら２つのシステムは研磨工程の異なる部分の間に使
用できる。例えば、金属研磨（特に銅の研磨）中、基板の大部分は、渦電流監視システム
による監視を受けながら、研磨されうる。
【００６１】
　金属層の研磨工程において、ＣＭＰ装置２０は、渦電流監視システム４０及び光学監視
システム１４０を使用して、フィラー層(filler　layer)のバルクがいつ除去されたか、
及び下側の阻止層(stop　layer)がいつ実質的に露出したのかを決定する。コンピュータ
９０は、プロセス制御及び終点検出ロジックをサンプリングした信号に適用して、プロセ
スパラメータをいつ変更するか、及び研磨終点をいつ検出するか決定する。金属層が所定
厚さに達したことを渦電流監視システムが決定したときに、光学監視システムを使用して
、下側の絶縁層がいつ露出されたのかを求めることができる。
【００６２】
　また、コンピュータ９０は、１９９９年１２月１３日に出願された米国特許願第０９/
４６０,５２９号に述べられているように、基板下の各走査による渦電流監視システム４
０及び光学監視システム１４０の双方からの測定値を複数のサンプリングゾーン９６に分
割して、各サンプリングゾーンの半径方向位置を演算し、振幅測定値を複数の半径方向範
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囲に分け、各サンプリングゾーンについて最小、最大及び平均測定値を求め、多重半径方
向範囲を使用して研磨終点を求めるようにプログラムすることができ、該米国特許願の開
示内容は参照によりこの明細書に組み入れられる。
【００６３】
　また、コンピュータ４８は、キャリヤヘッド７０により加えられる圧力を制御する圧力
機構、キャリヤヘッド回転速度を制御するキャリヤヘッド回転モータ７６、プラテン回転
速度を制御するプラテン回転モータ（図示せず）、又は研磨パッドに供給されるスラリー
組成を制御するスラリー配送システム３９に接続することもできる。特に、２０００年７
月５日に出願の米国特許願第０９/６０９,４２６号に述べられているように、測定値を複
数の半径方向範囲に分けた後、金属層の厚さに関する情報は、キャリヤヘッドにより加え
られる研磨圧力のプロフィールを周期的に又は連続的に修正するため閉ループコントロー
ラに実時間で入力することができ、該米国特許願の開示内容は参照によりこの明細書に組
み入れられる。例えば、コンピュータは、終点基準が外側の半径方向範囲については満た
されているが内側の半径方向範囲については満たされていないことを決定できる。これは
、下側にある層が環状の外側領域において露出しているが内側領域では露出していないこ
とを示している。この場合、コンピュータは、圧力が加えられる領域の直径を減少させて
、基板の内側領域にのみ圧力を加えるようにすることができ、これにより基板の外側領域
に関するエロージョン及びわん状変形が軽減される。
【００６４】
　銅層のような金属層を研磨する方法は、図１２にフローチャートの形式で示されている
。先ず、第１の研磨ステーション２２ａで基板を研磨して金属層のバルクを除去する。研
磨プロセスは渦電流監視システム４０により監視する。例えば２０００オングストローム
である所定厚さの銅層１４が下側のバリヤ層１６（図　を参照）を覆い残っているときに
、研磨プロセスを中止して、基板を第２の研磨ステーション２２ｂに搬送する。この最初
の研磨終点は、位相シフト信号が実験的に決められるスレッショルド値を超えたときに、
トリガーすることができる。第１の研磨ステーションについての具体例としての研磨パラ
メータには、プラテン回転速度９３ｒｐｍ、キャリヤヘッド圧力約３ｐｓｉ及びＩＣ－１
０１０研磨パッドが挙げられる。第１の研磨ステーションで研磨が進行するにつれて、渦
電流監視システム４０からの半径方向厚さ情報を閉ループフィードバックシステムに入力
し、基板に関するキャリヤヘッド２００のローディング面積及び/又は圧力を制御するこ
とができる。研磨パッドにかかる保持リングの圧力も調節して研磨速度を制御しうる。こ
れにより、キャリヤヘッドは、研磨速度の非一様性に対して、或いは入来する基板の金属
層の厚さの非一様性に対して補償することが可能になる。その結果、第１の研磨ステーシ
ョンでの研磨後、金属層の大部分が除去され、基板上に残存している金属層の表面は実質
的に平坦化される。
【００６５】
　第２の研磨ステーション２２ｂでは、基板は、第１の研磨ステーションよりも遅い研磨
速度で研磨される。例えば、研磨速度は約２分の１～４分の１に、即ち約５０％～７５％
だけ減少される。研磨速度を減少させるため、キャリヤヘッド圧力を下げてよいし、キャ
リヤヘッド回転速度を下げてよいし、スラリーの組成を変更して低研磨のスラリーを導入
してよいし、及び／又はプラテン回転速度を下げてもよい。例えば、キャリヤヘッドから
基板にかかる圧力は約３３％～５０％減少させ、プラテン回転速度及びキャリヤヘッド回
転速度は双方とも約５０％減少させうる。第２の研磨ステップ２２ｂにおける具体例とし
ての研磨パラメータには、プラテン回転速度４３ｒｐｍ、キャリヤヘッド圧力約２ｐｓｉ
及びＩＣ－１０１０研磨パッドが挙げられる。
【００６６】
　第２の研磨ステーションで研磨を開始する場合、随意であるが、例えば約１０秒間、３
ｐｓｉのような幾分高い圧力で、例えば９３ｒｐｍのプラテン回転速度で基板を短時間研
磨することができる。“開始”ステップと呼ぶことができるこの初期研磨は、金属層に形
成された自然酸化物を除去するため、或いは予定スループットを維持するようにプラテン
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回転速度及びキャリヤヘッド圧力の立上げについて補償するため、必要になることがある
。
【００６７】
　研磨プロセスは、光学監視システムにより第２の研磨ステップ２２ｂで監視される。第
２の研磨ステーション２２ｂでの研磨は、金属層が除去されて下側のバリヤ層が露出する
まで、進められる。勿論、金属層のほんの一部は基板上に残留していてよいが、金属層は
実質的に完全に除去される。光学監視システムは、バリヤ層が露出するときの反射率の変
化を検出できるので、その終点を決めるのに有効である。特に、第２の研磨ステーション
についての終点は、光学監視信号の振幅又は勾配がコンピュータにより監視される全半径
方向範囲で実験的に決められるスレッショルド値よりも低下したときに、トリガーするこ
とができる。これは、バリヤ金属層が基板の実質的に全てにわたり除去されたことを示し
ている。勿論、研磨が第２の研磨ステーション２２ｂで進行するときに、光学監視システ
ム４０からの反射率情報を閉ループフィードバックシステムに入力して、基板に関するキ
ャリヤヘッド２００のローディング面積及び/又は圧力を制御し、最先に露出されるバリ
ヤ層の諸範囲が過度に露出するのを防止することができる。
【００６８】
　バリヤ層が露出する前に研磨速度を減じることにより、わん状変形及びエロージョンの
影響を低減することができる。その上、研磨装置の相対的な反応時間（reaction　time)
が改善され、研磨装置が、最後の終点基準が検出された後に除去される材料をもっと少な
くして、研磨を中止し第３の研磨ステーションに送ることを可能にする。更に、大抵の強
度測定値を予想研磨終了時間近くで補正することができ、そのため研磨終点演算の精度を
向上させる可能性がある。しかしながら、第１の研磨ステーションにおける研磨工程の大
部分にわたり高研磨速度を維持することにより、高スループットが達成される。キャリヤ
ヘッド圧力が減少される前に、或いは他の研磨パラメータが変更される前に、金属層のバ
ルク研磨の少なくとも７５％、例えば８０～９０％が終了していることが好ましい。
【００６９】
　一旦第２の研磨ステーション２２ｂで金属層が除去されたら、バリヤ層を除去するため
、基板は第３の研磨ステーション２２ｃに搬送される。第２の研磨ステーションについて
の具体例としての研磨パラメータには、プラテン回転速度１０３ｒｐｍ、キャリヤヘッド
圧力約３ｐｓｉ及びＩＣ－１０１０研磨パッドが挙げられる。随意であるが、基板は、開
始ステップでは、例えば約５秒間、３ｐｓｉのような幾分高い圧力で、例えば１０３ｒｐ
ｍのプラテン回転速度で短時間研磨することができる。この研磨プロセスは、光学監視シ
ステムにより第３の研磨ステーションで監視されており、バリヤ層が実質的に除去され下
側の導体層が実質的に露出されるまで、続行される。第１及び第２の研磨ステーションで
は同じスラリー溶液を用いてよいが、それに対して第３の研磨ステーションでは別のスラ
リー溶液を用いることができる。
【００７０】
　銅層のような金属層を研磨する代替方法が図１３にフローチャートの形式で示されてい
る。この方法は図１２に記載した方法と類似している。しかし、第１の研磨ステーション
２２ａでは急速研磨ステップ及び遅速研磨ステップの双方が行われる。バリヤ層の除去は
第２の研磨ステーション２２ｂで行われ、バフ研磨ステップは最終の研磨ステーション２
２ｃで行われる。
【００７１】
　渦電流監視システム及び光学監視システムは種々の研磨システムで使用することができ
る。研磨パッド又はキャリヤヘッドのどちらか一方、或いは双方は、研磨表面及び基板間
に相対運動を与えるために可動である。研磨パッドは、プラテンに取り付けられた円形（
又はその他のある形状）のパッド、供給ロール及び巻取りロール間に延在するテープ、又
は連続ベルトでよい。研磨パッドは、プラテンに付着されるか、研磨工程間をプラテン上
で増分的に進められるか、或いは研磨中プラテン上で連続的に駆動されるかすることがで
きる。パッドは、研磨中にプラテンに取着することができ、或いは研磨中にプラテン及び
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か又はないポリウレタン）の粗いパッドか、軟質パッドか、或いは研磨材固定のパッドと
することができる。発振器の駆動周波数は、基板が存在しないときに波長調整するよりも
、研磨済み又は未研磨の基板が存在する状態（キャリヤヘッドが在っても無くてもよい）
で共振周波数に、或いはまた別の基準に同調させることができる。
【００７２】
　光学監視システム１４０は、同じ孔に位置決めされるものとして図示されているが、渦
電流監視システム４０とは異なるプラテン上の場所に位置決めすることができる。例えば
、光学監視システム１４０及び渦電流監視システム４０は、プラテンの両側に配置できる
ので、同システムは基板表面を交互に走査する。
【００７３】
　図１４を参照すると、もう一つの実施例において、第１の研磨ステーションは渦電流監
視システム４０のみを含み、光学監視システムを含んでいない。この場合、パッドの部分
３６’は透明である必要はない。しかし、部分３６’は比較的に薄いことが有利である。
例えば、研磨パッド３０が二層パッドであると仮定した場合、薄いパッド部分３６’は、
裏当て層３２’の一部３３’を除去することにより、図１５Ａに示すように構成すること
ができる。或いは、図１５Ｂに示すように、薄いパッド部分３６”は、裏当て層３２”の
一部３３”及び被覆層３４”の一部を双方とも除去することにより形成することができる
。従って、この実施例は、薄いパッド部分３６”において被覆層３４”の底面に凹部を有
している。研磨パッドが単層パッドであれば、この薄いパッド部分３６は、パッド材料の
一部を除去してパッドの底面に凹部を創生することにより形成することができる。研磨パ
ッドがそれ自体十分に薄いか、或いは渦電流の測定と干渉しない透磁率（及び導電率）を
有していれば、パッドは、何らの改変も或いは凹部も必要としない。
【００７４】
　渦電流センサが単一コイルを使用していれば、基板とは反対の研磨面の側にコイルを配
置したり、或いは位相差を測定するというような本発明の種々の側面も依然として適用さ
れる。単一コイルシステムにおいては、発振器及びセンスキャパシタ(sense　capacitor)
（及びその他のセンサ回路）の双方が同じコイルに接続される。
【００７５】
　本発明を好適な実施例に関して説明してきた。しかし、本発明は、図示され説明された
実施例に限定されるものではない。むしろ、本発明の範囲は、冒頭の特許請求の範囲によ
り明示される。
【符号の説明】
【００７６】
１０…基板、１２…金属層、１４…下側のパターン層、１６…導体層、１８…バリヤ層、
２０…化学機械研磨（ＣＭＰ）装置、２２ａ，２２ｂ，２２ｃ…研磨、２３…搬送ステー
ション、２４…プラテン、２６…凹部、３０…研磨パッド、３２…裏当て層、３４…被覆
層、３６…透明部、３８…スラリー、４０…渦電流監視システム、４２…磁心、４２ａ，
４２ｂ…極、４４…駆動コイル、４８…駆動システム、４６…検出コイル、５０…発振器
、５２…キャパシタ、５４…ＲＦ増幅器、５６…ＲＦ増幅器、５８…検出システム、７０
…キャリヤヘッド、７６…キャリヤヘッド回転モータ、８０…位置センサ、９０…コンピ
ュータ（コントローラ）、１００…ＸＯＲゲート、１０２…ＸＯＲゲート、１０４…ＸＯ
Ｒゲート、１０６…ＲＣフィルタ、１４０…光学監視システム、１４２…光ビーム、１４
４…光源、１４６…検出器。
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【手続補正書】
【提出日】平成26年7月8日(2014.7.8)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板上の金属層を化学機械研磨する方法であって、
　前記基板を第１研磨速度で研磨すること、
　渦電流監視システムにより研磨を監視すること、
　所定厚さの金属層が前記基板上に残っていることを前記渦電流監視システムが示したと
きに、前記研磨速度を減じ、第２研磨速度で研磨すること、
　光学監視システムにより研磨を監視すること、
　下側層が少なくとも部分的に露出したことを前記光学監視システムが示したときに研磨
を停止すること、
を含む化学機械研磨方法。
【請求項２】
　前記基板を第１研磨速度で研磨することが、第１研磨ステーションにおいて第１研磨面
により研磨することであり、所定厚さの金属層が前記基板上に残っていることを前記渦電
流監視システムが示したときに、前記基板を第２研磨ステーションに搬送することを含み
、前記第２研磨ステーションにおいて前記基板を第２研磨速度で第２研磨面により研磨す
る、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記基板を第３研磨ステーションに搬送し同基板を第３研磨面で研磨することと、前記
第３研磨ステーションにおける研磨を第２光学監視システムを用いて監視することと、第
２の下側層が少なくとも部分的に露出したことを前記第２光学監視システムが示したとき
に研磨を停止することとを更に含む、請求項２の方法。
【請求項４】
　前記基板を第１研磨速度で研磨することが、第１研磨ステーションにおいて第１研磨面
により研磨することであり、前記基板を第２研磨速度で研磨することが、第１研磨ステー
ションにおいて第１研磨面により研磨することであり、前記第１研磨ステーションにおい
て前記研磨速度を減じることを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記基板を第２研磨ステーションに搬送することと、前記基板を第２研磨ステーション
において第２研磨面により研磨することと、第２光学監視システムを用いて前記第２研磨
ステーションにおける研磨を監視することと、第２の下側層が少なくとも部分的に露出し
たことを前記第２光学監視システムが示したときに研磨を停止することと、前記基板を第
３研磨ステーションに搬送することと、前記基板をバフ面でバフ研磨することを含む、請
求項４の方法。
【請求項６】
　化学機械研磨装置であって、
　研磨パッドを支持するためのプラテンであって、制御可能な回転速度で回転可能なプラ
テンと、
　研磨パッドの研磨面に当接して基板を制御可能な圧力で保持するキャリアと、
　研磨中に基板を監視するように構成された渦電流監視システムと、
　研磨中に基板を監視するように構成された光学監視システムと、
　渦電流監視システムからの第１の信号を受信し、第１の信号に基づいて基板上に所定厚
さの金属層が残っていることを判断し、所定厚さの金属層が残っているときに基板の研磨
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速度を低下するように回転速度または圧力の少なくとも一方を減少させ、光学監視システ
ムからの第２の信号を受信し、第２の信号に基づいて下部層が少なくとも部分的に露出し
たことを判断し、下部層が少なくとも部分的に露出されると研磨を停止させるように構成
されたコントローラと、
を備えた化学機械研磨装置。
【請求項７】
　研磨速度は５０％から７５％まで減少する、請求項６に記載の化学機械研磨装置。
【請求項８】
　化学機械研磨装置であって、
　第１研磨パッドを支持し、制御可能な回転速度で回転可能な第１プラテンと、
　第１プラテンでの研磨中に基板を監視するように構成された渦電流監視システムと、
　第２研磨パッドを支持し、制御可能な回転速度で回転可能な第２プラテンと、
　第２プラテンでの研磨中に基板を監視するように構成された光学監視システムと、
　第１プラテンと第２プラテンとの間において基板を移送し、回転可能な圧力で第１研磨
パッドおよび第２研磨パッドの研磨面に当接して基板を保持するキャリアと、
　第１プラテンで基板が研磨されている間に渦電流監視システムから第１信号を受信し、
第１信号に基づいて基板上に所定厚さの金属層が残っていることを判断し、所定厚さの金
属層が残っているときにキャリアに第１プラテンにおける研磨を停止させて基板を第２プ
ラテンに移送させ、第２プラテンでの研磨中に回転速度または圧力の少なくとも一方を、
第２プラテンにおける基板の研磨速度が第１プラテンにおける研磨速度よりも低くなるよ
うに、第１プラテンでの研磨中の回転速度または圧力よりも低下させ、第２プラテンでの
研磨中に光学監視システムからの第２信号を受信し、第２信号に基づいて下部層が少なく
とも部分的に露出したことを判断し、下部層が少なくとも部分的に露出されると第２プラ
テンでの研磨を停止させるように構成されたコントローラと、
を備えた化学機械研磨装置。
【請求項９】
　第２プラテンでの研磨速度が第１プラテンでの研磨速度より５０％から７５％低い、請
求項６に記載の化学機械研磨装置。
【請求項１０】
　化学機械研磨装置であって、
　研磨パッドの研磨面に当接して基板を保持するためのキャリアと、
　前記研磨パッド及びキャリヤヘッドの間に相対運動を生じさせるため前記研磨パッド及
びキャリヤヘッドの少なくとも一方に接続されたモータと、
　導体層厚さ監視システムと、
を備え、前記導体層厚さ監視システムが、
　少なくとも１つのインダクタと、駆動信号を発生すると共に、前記少なくとも１つのイ
ンダクタに電気的に結合されて前記少なくとも１つのインダクタに交流を誘導し、交番磁
界を発生する電流源と、前記交番磁界を検出してセンス信号を発生するため前記少なくと
も１つのインダクタに電気的に結合されたキャパシタを含むセンス回路と、前記センス信
号及び前記駆動信号間の位相差を測定するため前記電流源及び前記センス回路に接続され
た位相比較回路とを含む、化学機械研磨装置。
【請求項１１】
　前記インダクタ及び前記電流源からの正弦信号を第１及び第２の方形波信号に変換する
少なくとも１つの第１ゲートと、前記第１の方形波信号を前記第２の方形波信号と比較し
て第３の方形波信号を発生する比較器とを更に備える、請求項１０に記載の化学機械研磨
装置。
【請求項１２】
　前記第３の方形波信号を前記第１及び第２の方形波信号間の位相差に比例する振幅を有
する差動信号に変換するフィルタを更に備える、請求項１１に記載の化学機械研磨装置。
【手続補正２】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３２】
　図３を参照すると、二層研磨パッド３２は、プラテン２４の表面に当接する裏当て層３
２と、基板１０を研磨するのに使用される被覆層３４とを有するのが一般的である。被覆
層３４は裏当て層３２よりも概して硬い。しかし、パッドのなかには、被覆層のみを有し
、裏当て層のないものがある。被覆層３４は、例えば中空微小球であるフィラーを多分含
む発泡もしくは注型ポリウレタン、及び／又は溝付き表面層から構成することができる。
裏当て層３２は、ウレタンに浸した圧縮フェルト繊維から構成することができる。ＩＣ－
１０００からなる被覆層及びＳＵＢＡ－４からなる裏当て層を有する二層研磨パッドは、
米国デラウェア州ニューアークのロデール・インコーポレイテッド(Rodel, Inc.)から入
手できる(ＩＣ－１０００及びＳＵＢＡ－４は、Rodel, Inc.の製品名である）。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３９】
　図３を参照すると、凹部２６がプラテン２４に形成され、透明部３６が下に凹部２６の
ある研磨パッド３０に形成されている。この開口２６及び透明部３６は、キャリヤヘッド
の平行移動位置に関係なく、プラテンの回転中のある一部分の間、基板１０の直下を通る
ように、位置決めされている。研磨パッド３２が二層パッドであると仮定すれば、裏当て
層３２の一部を除去して被覆層３４に透明プラグ３６を挿入することによって、薄いパッ
ド部３６を構成することができる。このプラグ３６は、比較的に純粋なポリマー又はポリ
ウレタンでよく、例えば、フィラーなしに形成されうる。一般に、透明部３６の材料は非
磁性かつ非導電性でなければならない。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４０】
　図３を参照すると、第１の研磨ステーション２２ａは、現場での渦電流監視システム４
０と光学監視システム１４０とを含んでいる。現場での渦電流監視システム４０及び光学
監視システム１４０は、研磨プロセス制御及び終点検出システムとして機能することがで
きる。第２の研磨ステーション２２ｂ及び最終の研磨ステーション２２ｃは共に光学監視
システムだけを含むことができるが、どちらも渦電流監視システムを追加的に含んでいて
よい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４７】
　図３及び図７Ａを参照すると、最初、研磨を行う前、発振器５０は基板が存在しない状
態でＬＣ回路の共振周波数に同調される。この共振周波数はＲＦ増幅器５４からの出力信
号を最大振幅にすることになる。
【手続補正６】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５５】
　図３に戻ると、反射率計又は干渉計として機能しうる光学監視システム１４０は、渦電
流監視システム４０に隣接して凹部２６中でプラテン２４に固定することができる。従っ
て、光学監視システム１４０は、渦電流監視システム４０により監視されているのと実質
的に同じ基板上の位置の反射率を測定することができる。特に、光学監視システム１４０
は、プラテン２４の回転軸線から渦電流監視システム４０と同一の半径方向距離のところ
にある基板の一部を測定するように位置決めしうる。従って、光学監視システム１４０は
、渦電流監視システム４０と同じ通路において基板を掃引もしくは走査することができる
。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５７】
　図１１は、光学監視システムによって発生されたトレース２５０の一例を示している。
強度トレース２５０の全形状について以下に説明する。最初、金属層１６は、下側にある
パターン層１４のトポロジーのため、ある初期トポグラフィーを有している。このトポグ
ラフィーのため、光ビームは金属層に衝突すると散乱する。研磨工程がトレースの部分２
５２で進むにつれて、金属層はより平坦になり、研磨された金属層の反射率が増大する。
金属層のバルクがトレースの部分２５４において除去されるので、強度は比較的に安定し
たままである。一旦酸化層がトレースにおいて露出し始めると、全信号強度はトレースの
部分２５６において急激に低下する。一旦酸化層がトレースにおいて完全に露出すると、
強度はトレースの部分２５８において再び安定するが、酸化層が除去される際の干渉効果
により、強度は僅かな振動を受けることがある。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５８】
　図３及び図４Ａ～図４Ｅに戻ると、ＣＭＰ装置２０は、磁心４２及び光源４４がいつ基
板１０の直下にあるかを検出するため、光学的断続器のような位置センサ８０を含みうる
ことが分かる。例えば、光学的断続器は、キャリヤヘッド７０に向き合った一定位置に装
着しうる。プラテンの外周には遮光板８２が取り付けられている。遮光板８２の取付位置
及び長さは、透明部３６が基板１０の直下を通っている間にセンサ８０の光信号を遮断す
るように、選択されている。或いは、ＣＭＰ装置は、プラテンの角位置を測定するための
デコーダを含むことができる。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２９】
【図１】化学機械研磨装置の概略分解斜視図である。
【図２】キャリヤヘッドの概略断面図である。
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【図３】渦電流監視システム及び光学監視システムを含む化学機械研磨ステーションの一
部断面の概略側面図である。
【図４】図４Ａ～Ｅはそれぞれ、図３の研磨ステーションから取ったプラテンの概略頂面
図であり、その動作の一態様を示す図である。
【図５】渦電流監視システムにより発生された磁界を説明する概略断面図である。
【図６】渦電流センサから取った磁心の概略斜視図である。
【図７】図７Ａ～Ｄは、渦電流監視センサを用いて研磨終点を検出する方法を概略的に説
明している。
【図８】渦電流監視システムから得た振幅のトレースを示すグラフである。
【図９Ａ】渦電流監視システムの概略回路図である。
【図９Ｂ】渦電流監視システムの概略回路図である。
【図９Ｃ】渦電流監視システムの他の例の概略回路図である。
【図１０】渦電流監視システムから得た位相シフトのトレースを示すグラフである。
【図１１】光学監視システムから得た振幅のトレースを示すグラフである。
【図１２】金属層を研磨する方法を示すフローチャートである。
【図１３】金属層を研磨する代替方法を示すフローチャートである。
【図１４】渦電流監視システムを含む化学機械研磨ステーションの一部断面の概略側面図
である。
【図１５】図１５Ａ及びＢは、研磨パッドの概略断面図である。
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